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はじめに 
 
日本には起業家活動を阻むいろいろな要因が存在し、創業率は低く、成長も抑えられる
傾向があることは過去から指摘されてきた（Feigenbaum and Brunner, 2002; 田路・露木, 
2011 等）。しかしながら、インターネットとモバイル関連のビジネスが世界レベルで伸長
し、その波は日本にも到達している。この事業分野においては、新規公開企業が相次いで
いるものの、創業や成長に焦点を当てた調査に、公的機関や研究機関が取り組んでいない。
本調査は少ないサンプルがゆえ、パイロット•スタディの域を出ないが、WEB ビジネスの
先鋒であるスタートアップの実態に踏み込んだ。質問項目は探索的で多岐にわたる。また、
サンプル数の少なさから、予定したすべての分析を終えていない状態であるが、起業家活
動の実態をタイムリーに伝えるために研究ノートを作成した。 
 
1. 調査の概要 
 
1.1 調査方法 
本調査は、2012 年 3 月～9 月にかけて、首都圏でインターネットやモバイル関連の WEB
ビジネスを業とするスタートアップの起業家を対象に実施した。調査方法は、インキュベ
ーションの主宰者や投資家（ビジネス•エンジェルやベンチャー•キャピタル）を通じてメ
ールで周知し、調査システムのサイトへアクセスしてもらう方法を取った。約 330 のメー
ルを送り、92 サンプルを得て、有効サンプルは 90 であった。 
調査項目は、起業家個人とスタートアップの両方に関して多岐にわたる質問を用意した。
起業家個人に関しては、個人特性、経験、活動力に関する質問を、そして、スタートアッ
プに関しては、事業内容、経営目標、他社との差別化、資金調達、経営チーム、顧客アク
セス方法、従業員規模、成長性に関する質問を問うている。 
 
1.2 サンプルの個人属性 
起業家個人の属性のプロフィールは次のとおりである。 
性別と人種：女性 5 人、男性 85 人、日本人 89 人、外国人 1 人 
平均年齢：33.8 歳（21～53 歳、標準偏差 7.1、分散 50.4） 
20 代 29 人、30 代 45 人、40 代 15 人、50 代 1 人 
学歴：博士 2 人、修士 18 人、学士 62 人、短卒 2 人、高卒他 6 人 
博士号 2 人は共に工学博士であった。修士号の分野は、理工系が 12 人、非理工
系の社会科学人文系が 9 人であり、うち、理工系と非理工系のダブル修士 3 人が
含まれている。学士号は、理工系 16 人、非理工系 46 人である。 
起業経験：以前に起業経験を持つサンプルが 21 人（23.3%） 
勤務経験：勤務経験の無いサンプルが 10 人（11.1%） 
今回の職位：CEO69 人、CTO9 人、CFO1 人、CMO2 人、他11 人 
 
以上のように、サンプル全体の特徴として、WEB ビジネスは、IT の知識を必要とする
ものの、理工系の教育を受けたサンプルは 30 人（33.3%）と過半にも満たない。サンプル
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の 69 人が CEO であり、CTO（最高技術責任者）は 9 人であるため、たまたま、CTO を
担う理工系出身のサンプルが少なかったのではないかという感を抱くがそうではない。創
業時から CTO を要していたサンプルは 27 社（30.0%）に過ぎない。理工系の教育を受け
た人材が創業者になることは比較的少ないことがわかる。 
また、学歴は学部卒が 62 人（68.9%）と多数を占めており、大学院卒は 20 人（22.2％）
に過ぎない。以前に起業した経験を持つ、いわゆるシリアル起業家は 21 人（23.3%）存在
し、勤務経験の無いままに起業したサンプルが 10 人（11.1%）存在することになる。シリ
アル起業家と、勤務経験の無い層については、後述したい。 
 
1.3 企業の特徴 
次に、企業の特徴を概観しておきたい。 
設立年：2012 年 10 社、2011 年 32 社、2010 年 15 社、2009 年 8 社、2008 年以前 24
社、最も古いサンプルは 1997 年。 
従業員数：正社員の採用は 54 社（中央値 2 人）、契約社員の採用は 41 社（中央値 2 人）、
外注の利用は 30 社（中央値 2 人）、従業員皆無は 7 社 
事業内容（複数回答有）：ネット 77 社、モバイル 37 社、ソフトウエア受託 18 社、コン
サルタント業 14 社、IT 関連他 9 社、その他 12 社 
資金調達：立ち上げ資金（親戚知人 23 社、顧客等 2 社、個人投資家 11 社、VC8 社）、
シリーズ A（個人投資家 8 社、VC25 社、事業会社等 7 社） 
まとめると、設立 3 年以内が 7 割、2 年以内が 6 割を占める。それを反映しているので
あろう、正社員の採用は 60.0%に留まる。また、事業内容は、複数回答ながら、ソフトウ
エア受託開発を行う企業は 20.0%に留まり、独自の製品サービスを志向していることがう
かがえる。事業内容は、後に 4 つに分類した上で、比較をしてみたい。資金調達は、立ち
上げ資金であるシードを個人投資家等外部から調達した企業が 21 社（23.3%）、次の投資
ラウンドであるシリーズ A を外部から調達した企業が 40 社（44.4%）に上る。 
 
2. 起業家の経験 
 
2.1 勤務経験 
勤務した企業の数は、まったく無いが 10 人（11.1%）、1 社 22 人（22.2%）、2 社 23 人
（25.6%）、3 社以上 35 人（38.9%）となる。平均年齢が 33.8 歳でありながら、転職経験
2 回以上が 4 割近くを占めることは、労働流動性が高いといえよう。 
勤務した企業の規模に注目しよう。1000 人以上の従業員を抱える大企業に勤めた経験が
あるサンプルは 42 人（46.7%）、99 人以下の小規模企業勤務は 47 人（52.3%）だった。
その小規模企業勤務者のうち、大多数を占める 43 人がスタートアップ勤務の経験を持つ。
スタートアップ勤務経験者の年齢分布は次のとおりである。20代が 17人で、20代の 58.7%
を占める。30 代が 22 人で 48.9％を占め、40 歳以上が 4 人で 25.0%を占めた。若い世代
ほど、スタートアップに雇用された経験を持つことになる。 
次に勤務した時代の職位を、起業直前についてたずねている。ロワー（役職無し）、ミ
ドル（係長、課長等）、エグゼクティブ（部長以上）で分類すると、それぞれ 3 分の 1 ず
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つであった。 
 
2.2 起業経験 
90 人中 21 人（23.3%）が、過去にも起業した経験を持つシリアル起業家である。起業
した回数は、現在を含めて 2 回が 10 人、3 回が 5 人、4 回が 3 人、5 回以上が 3 人である。 
最初の起業の事業内容を複数回答可能でたずねると、ネット 9 人、モバイル 0 人、ソフ
トウエア受託開発 4 人、コンサル 4 人、IT 関連他 2 人、サービス 2 人、その他 7 人であ
った。当時はモバイル関連ビジネスの市場が無かったのであろう。そのスタートアップが
出口を迎えたかどうかについては、上場は無かったが、満足な売却 3 人、不満足な売却 2
人であった。21 人中 3 人が出口を迎えたことは、確率 14.2%に達することになり、成功率
としては高いといえよう。逆に、解散は 6 人、倒産はなく、Living Dead と言われる生存
が 10 人となっている。約半数のスタートアップが、法人を残したまま、次の起業をした
ことになる。 
11 人が 3 度以上の起業経験を持っている。現在の一つ前の起業における職位は、CEO6
人、CTO1 人、CFO1 人、CMO3 人であった。また、2 度目または 3 度目の起業の事業内
容を複数回答可能でたずねると、ネット 8 人、モバイル 3 人、ソフトウエア受託開発 2 人、
コンサル 2 人、サービス 1 人、その他 2 人であった。出口に関しては、上場無し、満足な
売却 3 人、不満足な売却 1 人であった。倒産は無く、解散 2 人、その他 5 人であった。11
人中 3 人が出口を迎えたことは、27.3%の成功率となる。調査対象の分野は、売却の機会
が多いと推察できる。 
 
3. 事業タイプ別の特徴 
 
3.1 事業タイプの説明 
大きく事業分類すると、個人消費者向けの B2C と事業者向けの B2B になる。本分析で
は、2011 年に発表された米国ベイエリア地域の WEB 関連ビジネスの起業家調査
（STARTUP GENOME REPORT1）に準じることとする。 
①Automizer：消費者をターゲットにしたビジネス。製品サービスの先進性や時間短縮
の利便性を個人に提供するサービス。例として、検索サービスとポータルサイト運営
の Google、オンラインストレージの Dropbox、イベントチケット決済サービスの
Eventbrite、ソーシャルゲームの Zynga、ネットクーポン発行の Groupon がある。 
②Social Transformer：消費者をターゲットにしたビジネス。クリティカルマスを越え
ることで、市場を刈り取ることにつながるネットワーク効果を持つビジネスモデル。
ユーザー間の相互作用を作り出す仕組みが重要である。例として、オークションサイ
トの Ebay、インターネット電話の Skype、ソーシャルネットワーキングサービスの
Facebook、Twitter、Linked-in が挙げられる。 
③Integrator：事業者をターゲットにしたビジネス。小企業、小市場を対象に、販売支
援や収益性向上につながるサービスを提供する。例として、企業や NPO、教育機関
                                                   
1 Startup Genome Report （2011）は、米国のシリコンバレー所在の WEB ビジネスのスタートアップ
約 650 社を分析している。Stanford および UC Berkeley が主体となって進められた。 
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などにネット上での協同環境を提供する PBworks、ユーザーの反応や意見をくみ上げ
る Userviece、WEB サイトへのユーザーのアクセス分析をする Kissmetrics や
Mixpanel がある。 
④Challenger：事業者をターゲットにしたビジネス。高い専門性を要求される市場をタ
ーゲットとし、顧客のサービスへの依存度は高く、反復利用を原則とする。典型例は、
生産管理、顧客管理等のデータベースサービスの Oracle や WEB を使った顧客管理シ
ステムの Salesforce が挙げられる。 
 
3.2 事業タイプと起業家 
この基準に従い、90 社を分類すると、Automizer が 25 社、Social Transformer が 8 社、
Integrator が 37 社、Challenger が 6 社となった。Automizer には、携帯、PC、スマー
トテレビ等向けのアプリ開発、Social Transformer には、画像投稿サービス、デザイナー
を集めて公表するプラットフォーム、SNS を活用したマッチングサービス、EC サイト運
営等を分類した。Integrator には、WEB サイト制作、WEB マーケティング支援、WEB
サイトアクセス分析サービスを、Challenger には、店舗用アプリケーションサービスプロ
バイダー（ASP）、情報流通 ASP、クレジットカード決済を分類した。 
モバイル向けのアプリケーションやソーシャルメディアのビジネスがスマートフォン
の普及と共に興隆したことを勘案すると、Automizer や Social のビジネスは比較的若い層
が手がけ、逆に、事業者向けの Integrator や Challenger は中年層が多いのではないかと
想定できる。年齢の分布と、平均年齢の比較を次表に示す。 
表 1 からわかるように、予想どおり、Automizer と Social は、20 代と 30 代が多く、
Integator は 30 代に加えて 40 代が多くなっている。Challenger は、40 代が最も多い。
表 2 では、平均年齢を比較している。Challenger の平均年齢 41.2 歳は突出しており、分
散分析の結果、年齢差は有意であった F (3, 86) = 4.06, p = .01。 
表 1 事業タイプ別年代 
 全体 20 代 30 代 40 以上 
Automizer 25 社 10 14 1 
Social 22 社 8 10 4 
Integrator 37 社 10 20 7 
Challenger 6 社 1 1 4 
（出所）筆者作成。 
表 2 事業タイプ別年齢 
 度数 平均値 標準偏差 標準誤差 最小値 最大値 
Automizer 25 32.04 5.48 1.10 22 47 
Social 22 31.73 6.65 1.42 21 46 
Integrator 37 35.05 7.46 1.22 21 53 
Challenger 6 41.17 7.41 3.03 28 47 
合計 90 33.81 7.10 .75 21 53 
（出所）筆者作成。 
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次に、起業経験を見てみよう（表３参照）。過去に起業経験を持つシリアル起業家の割
合は、Automizer が 24.0%、Social が 18.2%、Integrator が 24.3%、Challenger が 33.3%
と大差はない。しかしながら、創業年を比較すると、Automizer および Social は創業 3
年以内が 7 割を超えており、明らかに若い企業が多い。創業と廃業のサイクルが短いこと
がうかがえる結果である。 
 
表 3 事業タイプ別の起業経験と創業年 
  創業２年以内 創業 3 年以内 シリアル起業家 
Automizer 25 社 15 56.0% 19  72.0% 6 24.0% 
Social 22 社 13 59.0% 16  72.6% 4 18.2% 
Integrator 37 社 14 37.8% 22  59.4% 9 24.3% 
Challenger 6 社 1 16.7% 1  16.7% 2 33.3% 
（出所）筆者作成。 
 
3.3 経営規模 
次に、経営規模を比較してみたい。表 4 に示すように、Automizer は、正社員採用をし
ているサンプルが 40.0%を占め、契約社員採用は 32.0%と、他のタイプよりも低い。携帯
や PC 向けのアプリケーションを開発するビジネスが小規模であることを反映しているの
だろう。反対に、正社員の採用率が高いタイプは、Social Transformer（77.3%）と、
Challenger（100%）である。Social Transformer の個人間ネットワーク構築の促進と、
Challenger の ASP や決済システムのようなプラットフォーム構築には、相当数のエンジ
ニアを擁する必要があることを示している。特に、Challenger の正社員平均人数は 16.8
人とずば抜けている。起業家の平均年齢も高かったことと合わせると、起業家は業界での
深い経験を求められるビジネスであるといえよう。それに比べると、Integrator は、
Challenger と同じく、事業者向けのビジネスでありながらも、経営規模は小さい。正社
員の採用率は 56.8％、契約社員の採用率は 48.6%と、Challenger はもちろん、Social 
Transformer よりも低くなっている。Integrator の事業内容は、WEB サイト制作、WEB
マーケティング支援という受託開発が多いことから、これも当然といえよう。 
なお、資金調達について比較をしてみたが、4 つのタイプに差異はなかった。 
 
表４ 事業タイプ別の経営規模 
  正社員採用 契約社員採用 外注 
Automizer 25 社 
10 社 40.0% 8 社 32.0% 8 社 32.0% 
7 人 1～40 人 2.1 人 1～5 人 2.6 人 1～3 人 
Social 22 社 
17 社 77.3% 12 社 54.5% 7 社 31.8% 
6.4 人 1～40 人 4.8 人 1～20 人 4.0 人 1～15 人 
Integrator 37 社 
21 社 56.8% 18 社 48.6% 14 社 37.8% 
8.8 人 1～65 人 3.7 人 1～10 人 4 人 1～15 人 
Challenger 6 社 
6 社 100.0% 3 社 50.0% 1 社 50.0% 
16.8 人 1～31 人 6.7 人 3～10 人 1 人 1 人 
（出所）筆者作成。 
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3.4 経営戦略 
続いて、経営戦略の要素として、顧客アクセス方法と他社との差別化を比較したい。 
まず、顧客アクセスを見てみよう（表 5 参照）。Integrator と Challenger のターゲット
は事業者向けである。したがって、顧客リストをあらかじめ持っていることが望ましい。
Challenger タイプのサンプルは全て、顧客リストを持っており、Integrator は 70.3％で
あった。一方、個人向けのビジネスである Automizer と Social は 50%超という結果であ
った。その代わりに、ソーシャルメディアを個人にアクセスするために活用していること
がわかる。Automizer は 88.0%、Social は 100%という回答が得られている。Social は、
ソーシャルメディアを前提としたビジネスなので当然といえよう。興味深いのは、
Integrator も、Challenger もソーシャルメディアを活用していることである。Integrator
は 56.8%、Challenger は 67.0%という回答であった。ソーシャルメディアの活用は、個人
だけではなく、法人や組織レベルでも進んでいることを示している。 
 
表 5 事業タイプ別顧客アクセス 
  顧客リスト有り ソーシャルメディア活用 
Automizer 25 社 13 52.0% 22 88.0% 
Social 22 社 11 50.0% 22 100.0% 
Integrator 37 社 26 70.3% 21 56.8% 
Challenger 6 社 6 100.0% 4 67.0% 
（出所）筆者作成。 
 
続いて、他社との差別化のポイントである（表 6 参照）。質問は、他社との差別化を意
識する点をたずねている。重複回答ありとしてたずねた。個人向けビジネスの２つを比較
すると、Automizer は、高品質、低コスト、ニッチ、新しさのいずれについても、Social
よりも低い。新しさを訴求ポイントに挙げたサンプルが、Automizer が 72.0%であるのに
対し、Social は 90.9%と大きな差がある。Automizer の個人単独利用の製品サービスより
も、Social のように個人間やグループ利用を狙った製品サービスの方が、より新しさを要
求されるのかもしれない。事業者向けのビジネスである、Integrator と Challenger を比
較すると、ニッチについては、Integrator は Challenger よりも重視しているが、他の点、
高品質、低コスト、新しさについては、Challenger のほうがはるかに重視していることが
わかる。 
 
表 6 事業タイプ別の他社との差別化 
  高品質 低コスト ニッチ 新しさ 
Automizer 25 社 5 社 20.0% 5 社 20.0% 11 社 44.0% 18 社 72.0% 
Social 22 社 7 社 31.8% 7 社 31.8% 10 社 45.5% 20 社 90.9% 
Integrator 37 社 14 社 37.8% 9 社 24.3% 25 社 67.6% 16 社 43.2% 
Challenger 6 社 4 社 66.7% 3 社  50.0% 3 社 50.0% 6 社 100.0% 
（出所）筆者作成。 
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4. パフォーマンスに影響を及ぼす要因 
 
本調査では、主観的なパフォーマンス指標を用意した。ひとつの質問が、同業他社と比
べてうまくいっていると思うかどうか、もうひとつの質問は、最近半年間の事業が以前と
比べてうまくいっていると思うかどうかである。つまり、成長性を問うている。それぞれ
５段階の合計を変数とした。このように、パフォーマンス指標として経営者の主観的評価
を採用したことには様々な批判がありうるだろう。一般に、客観的なパフォーマンス指標
は、売上高、利益率等の財務的パフォーマンスと、市場シェア、新製品投入数、品質とい
った経営パフォーマンスに分けられる（Venkatraman and Ramanujam, 1986）。しかし、
設立から年数が浅く、規模が小さい企業の成長性を評価することに適した指標は多くない。
Storey（1994）は、売上高や利益率よりも従業員数の伸びが成長性を測るには適している
と主張する。従業員数の伸びを使った実証研究には、Storey and Johnson（1987）や North 
and Smallbone（1995）が存在する。しかし、従業員数の伸びを本調査で採用することは、
設立時期を揃えなければならない点から難しい。設立 3 年以内のサンプルが７割を占める
一方で、5 年以上のサンプルも存在する。また、売上高や収益性は、製品上市前のサンプ
ルもあるので比較できない。ビジネス・エンジェルやベンチャー・キャピタルからの投資
を受けたかどうかをパフォーマンス指標にすることも一案ではあるが、今回は、その外部
投資の有無が、主観的評価であるパフォーマンスに影響するかどうかを調べている。 
本調査は、パイロット・スタディであり、パフォーマンスに影響を及ぼす要因の抽出を
探索的に行った。要因を大きく分類すると、経営資源の中でも重要な経営チーム、資金調
達、経営者の活動力、経営者のネットワーク形成、経営戦略になる2。表 7 を参照してほし
い。相関係数はすべて 0.3 に満たないため、強い相関があるとは認められないものの、有
意確率は十分な結果が得られた。 
経営チームに関する要因は、創業者数と経営チームの変更回数のふたつがある。創業者
数は単数であるよりも、複数のほうが CEO と CTO の役割を分担できることから、成長性
に正に働くことが予想できる。また、経営チームの変更は、相当数の追加や入れ替えが成
長性に正の影響を及ぼすことが、先行研究では実証されている（Chandler, Honig and 
Wiklund, 2005）。今回は、創業から 1 年以内と 2 年以内に行った経営チームの変更をたず
ねている。結果は、創業者数と経営チームの変更回数の両方が成長性と正の相関があるこ
とが、10%水準でかろうじて有意となった。大きなサンプル数を集めた調査で確認したい。 
外部からの資金調達については、ベンチャーキャピタル、個人投資家、過去の顧客やサ
プライヤー、その他事業会社等から得られたソースの数と成長性の相関を調べた。立ち上
げ時のシードと、その次のシリーズ A について、別々に分析したところ、シリーズ A は
5%水準で正の相関が有意となったが、シードは相関が見られなかった。シリーズ A は、
ビジネスプランの完成度や運営の進捗度が問われるため、成長性と相関が高いことは妥当
であろう。シードにおける外部資金の獲得が、その後の企業成長を保証するものではない
ことは含蓄が深い。起業がリスクに満ちていることを示す結果となった。 
続いて、経営者の活動力を見てみよう。目標設定活動、プランニング活動、フィードバ
                                                   
2 起業家の経験や特性の要因は、パフォーマンスとは相関が見られなかった。教育については、学卒と
修士卒以上に分けて比較したが、差はなかった。 
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ックを求める活動、ネットワーキングの変数が、成長性と正の相関が見られた。有意確率
は 5%水準および 1%水準であった。これらの活動力を示す変数は、Frese（2009）が示し
たものに従っている。個別の変数を形成する質問項目は次のとおりである。 
目標設定活動は、1 年後の目標設定、3 年後の目標設定、グローバル展開の明確度の３
項目からなり、信頼性係数アルファは.77 と十分であった。プランニング活動は、ベンチ
ャーキャピタリストの前でプレゼンした回数とプランを相談できる人数の２項目で構成さ
れ、相関係数.33 が 1%水準で有意であった。一般的に期待される.60 に満たないため、信
頼性は高くはない。フィードバックを求める活動は、サービスへの評価を潜在顧客に求め
る程度（企画段階と開発途中別に質問）、投資家や支援者からの批判を受け入れる程度の 3
項目で構成され、信頼性係数は.70 と十分であった。ネットワーキングは、携帯電話番号
の登録数、番号を登録する頻度、業界の勉強会や会合への参加の頻度、Facebook の知人
数、Linkedin の知人数の 5 項目から構成され、信頼性は.70 と十分であった。 
経営者のネットワーク形成の指標として、ネットワークの多様性とメンター数の変数を
用意した。それぞれ、5%水準および 1%水準で正の相関が確認できた。ネットワークの多
様性は、10 業種における知り合いの数をたずねている。業種は、製造業、建設業、運輸、
サービス業、流通業、WEB とモバイル関連、ベンチャー・キャピタル、法律税務等のコ
ンサルタント業、公務員、大学関連、保健衛生等社会事業、芸術娯楽レクリエーションに
分類されている。10 業種に知り合いが多く分散しているほど、ネットワークの多様性が高
いことになる。メンターの数は、ビジネスを相談できるメンターとキャリアを相談できる
メンターに分類して人数をたずねた。ネットワークの多様性と正の相関が見られたことは、
ビジネスと必ずしも直結しない知己がもたらす情報やアイデアが起業家の経営能力に影響
することを示唆していて興味深い。 
経営戦略は、起業のプロセスの中で重要と考えられる要因を用意し、成長性との相関を
調べた。起業プロセスは、起業機会の存在、起業機会発見、起業機会活用の意思決定、実
行（経営資源組成、組織デザイン、戦略立案）を経ると Shane は定義している（Shane, 2003; 
Shane and Echardt, 2005）。しかしながら、Hills and Singh（2004）が指摘するように、
起業機会を発見する前に、起業意欲を強くもって機会を探索し始めるパターンは存在しう
る。特に、日本では、起業機会発見がまだない、または、明確に認識しない状態で、起業
するケースが少なくない。そこで、機会発見が先か、起業意欲が先か、または同時かを質
問している。さらに、実行に際して考慮されるであろう、市場の大きさ、市場の成長性、
目新しさをどの程度考慮するかを 5 段階でたずねた。続いて、その後、実際に市場に投入
される製品サービスが、どのように、他社と差別化できるかを問うている。選択肢は、高
品質、低価格、ターゲットを絞ったニッチ、まったく新しい製品サービスであり、これら
は複数回答を可能とした。もうひとつ、実行後、ビジネスモデルを何回変更したかを問う
ている。 
結果は、起業機会認識か起業意欲が先かについては、成長性と相関がなかった。実行に
際して考慮されるであろう 3 つの点は、全てに相関が見られ、市場の大きさ、市場の成長
性は 10％水準で、目新しさは 5%水準で有意であった。一方、競合他社との差別化で相関
があったのは、まったく新しい製品サービスのみであった（10％の有意水準）。高品質、
低価格、ターゲットを絞ったニッチには相関が見られなかった。ビジネスの成長のために
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は、他には存在しない新しい製品サービスが有効であることを示しているといえよう。ま
た、実行後にビジネスモデルを変更しても成長性に影響は見られなかった。最後に、顧客
へのアクセス度と成長性の関係を見たい。顧客アクセスと正の相関（1%水準で有意）があ
ったことから、顧客リストの多さとソーシャルメディアの活用が高いほど、成長性が高く
なっている。 
  
表７ パフォーマンスに影響を及ぼす要因 
経営チーム 
創業者数 .208+   
チームの変更回数 .182+   
資金調達 シリーズＡ調達 .228* シード調達 0.168 
 
起業家の 
活動力 
目標設定活動 .212* 
プランニング活動 .326** 
フィードバックを求める活動 .291* 
ネットワーキング .179* 
起業家の 
ネットワーク 
形成 
ネットワークの多様性 .271* 
メンターの数 .296** 
 
経営戦略 
実行に際して 
市場の大きさを考慮 .196+ 機会発見か起業意欲が先か -0.131 
実行に際して 
市場の成長性を考慮 .197+ ビジネスモデルの変更 0.059 
実行に際して 
目新しさを考慮 .228* 競合他社との違い：高品質 0.146 
競合他社との違い：まったく
新しい製品サービス .194+ 競合他社との違い：低価格 0.028 
顧客アクセス .281** 競合他社との違い：ニッチ 0.025 
**p<.01  *p<.05  +p<.10 
（出所）筆者作成。 
 
5. シリアル起業家とノービス起業家 
 
90 人中 21 人（23.3%）が、過去にも起業した経験を持つシリアル起業家であった。し
かも、11 人が 3 回以上起業している。これらシリアル起業家と、それ以外の初めて起業を
するノービス起業家の比較を行う。比較したい点は、起業機会の認識、財務状態と資金調
達、ネットワーキングとメンター数、パフォーマンスである。 
ふたつのグループのプロフィールを示しておきたい。シリアルは、平均年齢 37.3 歳、
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25 歳から 49 歳、標準偏差 6.1、分散 37.7 であった。ノービスは、平均年齢 32.8 歳、21
歳から 53 歳に、標準偏差 7.1、分散 50.0 であった。 
 
5.1 起業機会の認識 
日本では起業機会を発見していなくても、法人を設立するケースが少なくないことは前
述した。本章では、機会認識が先か、または、起業しようという意欲が先かについて、シ
リアルとノービスの比較をしたい。日本の起業家活動は低調であることが GEM 調査3によ
って明らかであるが、それでもシリアル起業家は存在する。シリアルはノービスよりも起
業機会の認識回数は多く、そして、シリアルはノービスよりも、機会認識が起業意欲より
も先んじる傾向が強いと想定した。これらは統計的に支持された。最近 2 年間に起業機会
を認識した回数をたずねたところ、シリアルとノービスには明らかに違いがあった。シリ
アルの平均値は 3.19 (SD = 1.37)、ノービスは 2.48 (SD = 1.33)であり、平均値の差は、5%
水準で有意であった F (1, 86) = 4.54, p = .04。 
機会認識と起業意欲のどちらが先かについての質問は、アイデアや機会認識が先、起業
意欲を先、同時と 3 つから選択させている。結果を表 8 に示す。シリアルとノービスでク
ロス集計を行い、カイ二乗検定を行ったところ、5%水準で有意となった。シリアルは機会
認識が先になるとした回答が多く、ノービスは、起業意欲が先であるとする回答が最も多
く、同時であったとする回答もかなり見られた。シリアルのほうが、機会認識が先となる
傾向が強いという結果が得られた χ2(2) = 6.42、p = .04。 
日本では起業機会を明確に認識しない状態で起業するケースが少なくないことを前章
で述べたが、特にノービスにその傾向が強いことが明らかになった。 
 
表 8 起業経験と 機会認識のクロス表 
 
どちらが先か 
合計 
アイデア/機会認識 起業意欲 同時 
シリアル 14 4 3 21 
ノービス 23 27 15 65 
合計 37 31 18 86 
（出所）筆者作成。 
 
次に、アイデアを実行に移す際に考慮する点として、市場の大きさ、成長性、製品サー
ビスの新規性を比較したい4。シリアルとノービスの間に差異はなかった。市場の大きさは、
シリアルが 3.90 (SD = 1.22)、ノービスが 3.59 (SD = 1.15)で、F (1,87)=1.19, n.s.、市場
                                                   
3 Global Entrepreneurship Monitor は、1999 年より始まった国際的な起業家活動の調査プロジェクト
であり、2011 年には 100 ヵ国が参加した。http://www.gemconsortium.org 
4 アイデアを評価する項目は、他にもいろいろ考えられる。Baron and Ensley（2006）が、シリアルと
ノービスを比較した項目には、顧客のニーズを満たす、資金回収の容易さ、製品やサービスの品質の高さ、
財務モデル、業界を変える可能性等がある。彼らは、シリアルとノービスを比較し、製品サービスの目新
しさや市場の大きさのように、ビジネスの進捗と直結しない項目を重視する傾向が強いのはノービスであ
り、顧客のニーズを満たす、資金回収の容易さ等の立ち上げや進捗に直結する項目を重視するのがシリア
ルであるという結果を示した。本分析では、対象とする事業分野を絞り込んでいるため、ビジネスの進捗
に直結する項目に大きな差はないと仮定して、基本的な３項目について調べた。 
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の成長性は、シリアルが 3.95 (SD = 1.24)、ノービスが 3.72 (SD = 1.20)で、F (1,86) =.61, 
n.s.、製品サービスの目新しさは、シリアルが 3.95 (SD = 1.43)、ノービスが 4.03 (SD = 
1.12)で、F (1,87)=.07, n.s.であった。 
 
5.2 財務状態と資金調達 
起業家個人の財務状態について比較をしよう。何度も起業を繰り返すシリアルは、自己
資金と生活のための蓄えが、ノービスよりも充実しているのではないかと想定したが、そ
れは棄却された。財務状態について差はなかった。生活のための蓄えの平均値は、シリア
ル 2.43 (SD = 1.01)、ノービス 2.19 (SD = .85)で、F (1,87)=1.10,n.s.、自己資金が、シリ
アル 2.33 (SD = 1.11)、ノービス 2.26 (SD = .82)で、F (1,88)=.106,n.s.であった。 
資金調達は、立ち上げ時のシードと、その次のシリーズ A に分けて質問をしている。ビ
ジネス•エンジェル、ベンチャー•キャピタル、その他事業会社等の外部資金を調達できた
かどうかをたずねている。シリーズ A では、シリアルのほうがノービスよりも、資金調達
が多い。シリアルの平均値は.71(SD = .56) 、ノービスは.36(SD = .49)となり、平均値の
差は、5%水準で有意となった F (1, 88) = 7.90, p = .006。しかし、シードでは、差が見ら
れなかった。シリアルの平均値は.48 (SD = .60)、ノービスは.36 (SD = .58)、F (1, 88) = 1.40, 
n.s.であった。 
 
5.3 ネットワーキングとメンター数 
ネットワーキング、メンターの数について比較をした。いずれもシリアルとノービスに
は差が見られなかった。ネットワーキングに関しては、平均値はシリアルが 14.58 (SD = 
3.50)、ノービスが 13.45 (SD = 3.31)、F (1,84)=1.69,n.s.。メンターの数に関しても、シ
リアル (M = 5.90; SD = 2.14)とノービス (M = 6.51; SD = 2.29)で有意な差は見られなか
った、F (1,87)=1.17,n.s. 。 
 
5.4 パフォーマンス 
パフォーマンス指標である成長性について、シリアルとノービスの比較を行ったところ、
シリアルは、6.96 (SD = 1.53)、ノービスは 6.98 (SD = 1.97)で、差はなかった F (1,84)=.005, 
n.s. 。 
 
6. 勤務経験のない起業家像 
 
今回のサンプルには、勤務経験の無い起業家が 10 人存在した。つまり、大学や高校卒
業後にすぐさま起業したことになる。プロフィールはつぎのとおりである。 
サンプル数：10 人（1 人女性、シリアル起業家 3 人） 
平均年齢：28.6 歳（21～44 歳、標準偏差 8.0、分散 63.6） 
学歴：修士 2 人（非理工）、学士（非理工）2 人 短卒 1 人、在学中 1 人、高卒 4 人 
卒業後や在学中に起業するキャリアの選択肢は、起業が盛んな米国のような環境では認
知されている。しかし、日本ではまだ、一般的な選択肢とは見なされていない。そこで、
勤務経験の無い層に焦点を当てて、勤務経験のある層と比較をしてみたい。 
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10 サンプルをまとめたものが表 9 である。年代は 20 代から 40 代まで広く、ひとりで
創業したサンプルは 4 人である。創業から 4 年以内と、若い企業が多い。ビジネスのタイ
プは様々であった。 
 
表 9 勤務経験の無い起業家像 
創業者年齢 起業回数 創業者数 ビジネス タイプ 設立年 従業員規模（全） 
40 代 5 回 1 服飾のデザインを集めて 
製品化するサイト運営 Social 2001 5 
30 代 1 回 4 音楽活動支援サービス Automizer 2011 2 
30 代 1 回 2 請求書管理サービス Integrator 2011 0 
20 代前半 1 回 1 EC サイト運営 Social 2011 10 
20 代前半 1 回 2 知人間でノートを共有する 
サービス Social 2012 6 
20 代前半 1 回 2 Facebook を使った採用 
コンサルティング Integrator 2011 18 
20 代後半 1 回 4 Facebook を使った 
マーケティング支援 Integrator 2008 6 
20 代後半 1 回 2 電子出版物の 
プラットフォーム運営 Social 2007 5 
20 代後半 2 回 1 個人向けサービス業の 
紹介サービス Social 2010 6 
40 代 4 回 1 情報プラットフォーム ASP Challenger 2001 31 
（出所）筆者作成。 
 
勤務経験の無いサンプルを、経験あるサンプルと比較したところ、差が見られたのは、
ネットワーキングであった。勤務経験が無い層が、経験のある層よりもネットワーキング
に熱心であることが 10%水準で有意となった。他の活動力の変数にも差があるのではない
かと想定したが、見られなかった。表 10 を参照してほしい。たとえば、プランニング活
動、目標設定活動、フィードバックを求める活動の活発度に差はなかった。また、勤務経
験者は、勤務時代の上司等をメンターに多く持つのではないかと想定したが、それも棄却
された。外部からの資金調達にも差はなかった。ただし、ベンチャーキャピタルに対する
プレゼン回数は、勤務経験がないほうが多いことが 10%水準で確認できた。資金を実際に
調達できたかどうかは別として、勤務経験の無い起業家のほうが経験者よりも、資金調達
活動に熱心であり、ネットワーキングにも熱心であるという結論を得た。勤務経験無いほ
うが、全力投球で資金調達やネットワーク構築に意欲を見せて、外部に働きかけている。 
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表 10 勤務経験有無の比較 
 勤務経験有 勤務経験無 F 値 
パフォーマンス（成長性） 6.9 7.3 F(1,84)=.38,p=.56 
目標設定活動 9.3 10.3 F(1,84)=.80,p=.37 
プランニング活動 18.5 33.9 F(1,87)=1.48,p=.23 
フィードバック求める活動 10.1 10.3 F(1,,83)=.071,p=.79 
ネットワーキング 13.5 15.9 F(1,84)=3.82,p=.05 
メンターの数 6.3 6.9 F(1,87)=.616,p=.44 
資金調達 0.8 1.0 F(1,88)=.644,p=.42 
キャピタルへのプレゼン 6.9 18.0 F(1,87)=2.58,p=.10 
（出所）筆者作成。 
 
7. まとめ 
 
今回の調査は、パイロット・スタディに過ぎないながら、興味深い実態が明らかになっ
たと筆者は考えている。今後の予定では、サンプル数を増やして日米比較をすること、2
年後の経過調査によって時系列の分析を行うことである。以下に、要約を掲げる。 
サンプルである起業家の概要をまとめたい。90 人の創業者の学歴は学部卒が 7 割、大学
院卒は 2 割程度であった。また、WEB ビジネスは、IT の知識を必要とするものの、理工
系の教育を受けたサンプルは 3 割程度と過半にも満たない。サンプルの大多数の職位は
CEO であったので、たまたま、CTO を担う理工系出身のサンプルが少なかったのではな
いかという感を抱くがそうではなかった。創業時から CTO を要していたサンプルは 3 割
に過ぎない。理工系の教育を受けた人材が創業者になることは比較的少ないことがわかる。
また、平均年齢 33.8 歳ながらにして、転職経験 2 回以上の者が 4 割近くを占めることは、
労働流動性低い日本においては、特徴的であろう。 
シリアル起業家は 90 人中 21 人存在した。最初に設立した企業 21 社のうち、3 社が満
足できる売却を果たしている。また、現在も含めて 3 度以上起業をしたサンプルは 11 人
存在し、そのうち、3 人が、現在から一つ前に設立した企業を、満足に売却することに成
功している。一般に、千に 3 つしか出口を迎えないと表現される起業家活動のイメージと
は大きく異なる。少ないサンプル数ゆえ、偏りは否めないが、この事業分野では、出口に
達する確率は高いのではないだろうか。また、小さい成功（出口）を繰り返していくシリ
アル起業家の存在を日本でも示唆する結果といえよう。 
日本の起業環境は、従来から、資金調達の困難さが指摘されてきた。しかし、WEB ビ
ジネスは、ほかの事業分野に比べると、立ち上がり速く、必要な資金調達額は低いため、
資金調達が障害とならないのではないかと筆者は想定していた。それを、支持する結果が
得られた。サンプルは、創業から 3 年以内が 7 割、2 年以内が 6 割と若い企業が多かった。
資金を、ビジネス•エンジェル、ベンチャー•キャピタル、事業会社等外部から調達した企
業が、立ち上げ資金であるシードに関しては 2 割超、次の投資ラウンドであるシリーズ A
に関しては 4 割超存在している。 
事業タイプ別の特徴は興味深い。消費者をターゲットにしたビジネスを展開する
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Automizer と Social Transformer 、事業会社をターゲットにしたビジネスを展開する
Integrator と Challenger を比べると、消費者をターゲットにしたふたつのタイプのほう
が創業者は若い。経営規模を正社員の採用率によって比べると、Social Transformer
（77.3%）と Challenger（100%）は規模が大きくなる傾向があった。これは、Social 
Transformer の個人間ネットワーク構築と、Challenger の ASP や決済システムのような
プラットフォーム構築には、相当数のエンジニアを擁する必要があることを反映している
と思われる。全体に、顧客にアクセスするためにソーシャルメディアが活用されている。
それは、消費者向けのビジネスを展開する Automizer と Social Transformer だけではな
く、事業者向けのビジネスを展開する Integrator と Challenger でも過半をはるかに超え
て利用していた。他社と差別化するポイントである、高品質、低コスト、ニッチ、新しい
製品サービスのうち、差が大きく見られたのが、新しい製品サービスだった。Automizer
よりも Social Transformer が、Integrator よりも Challenger が、新しさを重視していた。 
全体のサンプルを対象に、成長性を高める要因を探索した。経営チーム、資金調達、経
営者の活動力、経営者のネットワーク形成、経営戦略について、いくつかの変数を用意し
て相関を確認した。創業者数の多さ、経営チームの入れ替え、シリーズ A 調達、目標設定
活動、プランニング活動、フィードバックを求める活動、ネットワーキング、ネットワー
クの多様性、メンター数、新しい製品サービス、顧客アクセスが、成長性と正の相関があ
った。 
シリアル起業家とノービス起業家の比較をおこなうと、ネットワーキングや成長性のパ
フォーマンスに差は見られなかったが、次のような差が見られた。シリアルは、起業機会
の探索を熱心に行い、認識する回数が多い。また、機会認識のほうが起業意欲よりも先に
なる傾向が強いという結果が得られた。資金調達については、シリーズ A は、シリアルの
ほうがノービスよりも資金調達が多いが、シードには差がなかった。過去に起業経験を持
っていることが、立ち上げ時の資金調達を容易にしないことを示しているといえよう。 
90 人中 10 人が勤務経験の無いまま、起業していた。この層と、勤務経験のある層を比
較したところ、勤務経験の無い起業家のほうが経験者よりも、資金調達活動に熱心であり、
ネットワーキングにも熱心であるという結論を得た。勤務経験の無いほうが、全力投球で
資金調達やネットワーク構築に意欲を見せて、外部に働きかけている。 
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